
公1 公2 他１ 他2

一般正味財産増減の部

 １．経常増減の部

（１）経常収益　

 受取入会金 0 0 147,500 147,500 0 0 0 147,500 295,000

 　 入会金 147,500 147,500 0 147,500 295,000

 受取会費 0 0 6,490,500 6,490,500 559,250 6,485,000 7,044,250 5,931,250 19,466,000

　　正会員 6,465,500 6,465,500 559,250 6,485,000 7,044,250 5,906,250 19,416,000

　　賛助会員 15,000 15,000 0 15,000 30,000

　　準会員 10,000 10,000 0 10,000 20,000

 事業収益　 34,508,768 35,333,000 0 69,841,768 0 0 0 0 69,841,768
 　成年後見
   権利擁護 3,111,000 3,111,000 0 3,111,000

   高齢者虐待対応 875,000 875,000 0 875,000
　 地域密着型
   外部評価 4,007,000 4,007,000 0 4,007,000
　 福祉サービス
   第三者評価 4,233,925 4,233,925 0 4,233,925

　 広報啓発 4,000 4,000 0 4,000

　 福祉人材育成 5,160,500 5,160,500 0 5,160,500

　 福祉人材養成 4,072,508 4,072,508 0 4,072,508

　 相談支援 13,044,835 13,044,835 0 13,044,835

　　地域生活定着促進 35,333,000 35,333,000 0 35,333,000

 雑収入 0 0 0 0 0 0 0 183,221 183,221

　　受取利息 0 0 318 318

　　雑収益 0 0 182,903 182,903

経常収益計 34,508,768 35,333,000 6,638,000 76,479,768 559,250 6,485,000 7,044,250 6,261,971 89,785,989

（２）経常費用　

 事業費 32,950,292 35,334,000 1,430,800 69,715,092 559,250 6,485,000 7,044,250 76,759,342

　　給料手当 10,733,708 11,394,720 22,128,428 41,331 41,331 22,169,759

　　法定福利費 1,678,300 1,832,964 3,511,264 5,278 5,278 3,516,542

　　福利厚生費 765,946 592,461 1,358,407 1,837 1,837 1,360,244

　　退職金 0 0 0

　　退職給付費用 0 0 0

　　旅費交通費 1,784,375 2,319,447 4,103,822 135,780 135,780 4,239,602

　　通信運搬費 2,301,376 914,688 3,216,064 5,096 5,096 3,221,160

　　消耗品費 2,535,357 211,767 2,747,124 2,297 2,297 2,749,421

　　印刷製本費 518,333 60 518,393 329,956 329,956 848,349

　　光熱水料費 248,375 28,418 276,793 568 568 277,361

　　賃借料 1,398,917 2,481,494 3,880,411 1,933 1,933 3,882,344

　　保険料 52,480 432,970 485,450 0 485,450

　　諸謝金 9,016,675 9,016,675 31,000 31,000 9,047,675

　　租税公課 0 1,430,800 1,430,800 0 1,430,800

　　支払負担金 678,690 678,690 6,485,000 6,485,000 7,163,690

　　委託費 970,969 15,010,000 15,980,969 3,129 0 3,129 15,984,098

　　雑費 266,791 115,011 381,802 1,045 0 1,045 382,847

正味財産増減計算書内訳表

２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日まで

（単位：円）

科目

公益目的事業

社会福祉推進
事業

地域生活定着促進
事業

法人会計 合計
日本社会福祉士

会連携事業
調査研究

事業

小計 小計

その他事業

共通



公1 公2 他１ 他2科目

公益目的事業

社会福祉推進
事業

地域生活定着促進
事業

法人会計 合計
日本社会福祉士

会連携事業
調査研究

事業

小計 小計

その他事業

共通

 管理費　 2,721,254 2,721,254

　　給料手当 1,653,307 1,653,307

　　法定福利費 113,756 113,756

　　福利厚生費 62,953 62,953

　　退職金 0

　　退職給付費用 0

　　旅費交通費 300,590 300,590

　　通信運搬費 20,263 20,263

　　消耗品費 26,038 26,038

　　印刷製本費 17,091 17,091

　　光熱水料費 6,820 6,820

　　賃借料 13,199 13,199

　　租税公課 26,330 26,330

　　委託費 0

　　諸謝金 39,400 39,400

　　支払寄付金 0 0

　　貸倒損失 20,000 20,000

　　雑費 421,507 421,507

経常費用合計 32,950,292 35,334,000 1,430,800 69,715,092 559,250 6,485,000 7,044,250 2,721,254 79,480,596

当期経常増減額 1,558,476 △ 1,000 5,207,200 6,764,676 0 0 0 3,540,717 10,305,393

適否

マイナスとなること 否

50％以上 適

公益目的事業費以内 適

１．収支相償

　　　公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（以下、公益法人認定法という）　第5条第6号

その行う公益目的事業について、当該公益目的事業に係る収入がその実施に要する適正な費用を償う額を超えないと見込まれるも

のであること

２．公益目的事業比率

　　　公益法人認定法　第15条

公益法人は、毎事業年度における公益目的事業比率が100分の50以上となるように公益目的事業を行なわなければならない

３．遊休財産額の保有制限

　　　公益法人認定法　第5条第9号

その事業活動を行うにあたり、第16条第2項に規定する遊休財産額が同条第1項の制限を超えないと見込まれるものであること

　　　公益法人認定法　第16条

公益法人の毎事業年度の末日における遊休財産額は、公益法人が当該事業年度に行った公益目的事業と同一の内容及び規模の公益

目的事業を翌事業年度においても引き続き行うために必要な額として、当該事業年度における公益目的事業の実施に要した費用の

額を基礎として内閣府令で定めるところにより算定した額を超えてはならない

２　前項に規定する「遊休財産額」とは、公益法人による財産の使用若しくは管理の状況又は当該財産の性質にかんがみ、公益目

的事業又は公益目的事業を行うために必要な収益事業等その他の業務若しくは活動のために現に使用されておらず、かつ、引き続

きこれらのために使用されることが見込まれない財産として内閣府令で定めるものの価額の合計額をいう

公益法人　財務三基準

　37,713,243　（69,715,092円以下）

収支相償 　6,764,676　（＝　76,479,768　－　69,715,092）　　

遊休財産額の保有制限

公益目的事業比率 　87.8％　（＝　69,715,092　÷　79,480,596　×　100％）


